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少子高齢化の進行と人手不足の深刻化により、女性の労働力はこれまで以上に社会に不

可欠な存在となっている。総務省「労働力調査（基本集計）」によると、全国の女性就業者

数（就業率）は 1985年の 2,263万人（47.7％）から、2024年には 3,082万人（54.2％）へ

と増加している。この間の女性の大学等進学率も上昇しており、文部科学省「学校基本調査」

によれば、女性の短大・大学進学率は 2000 年に 48.6％、2010 年に 55.7％、2020 年には

58.2％となっている。同時期に女性の未婚率も上昇している。 

こうした女性の高学歴化、配偶関係の変化は、女性の就業状況に変化を与えているのだろ

うか。近年では、地方から首都圏への女性流出も指摘されており、地域によって女性の就業

状況が異なる可能性もある。 

本分析では、国勢調査のオーダーメイド集計データを用いて、女性の就労状況の変化の把

握に努めた。分析対象は 2000年、2010年、2020年の 3時点で、全国に加え、首都圏（東

京・神奈川・千葉・埼玉）・中部圏（愛知・三重・岐阜）・関西圏（京都・大阪・兵庫・奈良）

の 3地域を比較した。女性の学歴別・未既婚別の就労状況の推移を確認し、日本の地域別の

女性の就業構造に関する基礎的データを提供することを目的とする。分析対象は 25～54歳

の女性とした。 

本分析から、明らかになった主な点は次の通りである。第一に、2000 年から 2020 年に

かけて女性の就業率は上昇しており、その中心は有配偶女性の就業率の上昇である。2020

年の全国データでは、就業女性のうち有配偶女性が 7割弱を占める。第二に、未婚女性は正

規職の割合が高く、有配偶女性は非正規職の割合が高い。ただし、正規職に限ると有配偶女

性の人数が未婚女性を上回る。第三に、2020 年の 25～54 歳の就業女性の学歴構成は、高

卒が 33.5％と最も多く、短大卒と大学卒が約 30％である。最も高学歴化が進んでいるのは

首都圏で、高卒が最も少なく、大学卒が約 40％と最も多い分布となった。 

女性の就業状況は、属性によって大きく異なるため、女性の労働参加を高めるためには、

配偶関係、学歴といった属性や地域の特性に応じた、具体的な就業支援や取り組みが求めら

れる。 

本研究は、独立行政法人統計センターから「国勢調査」のオーダーメイド集計により提供

を受けた統計成果物を基に試算しており、総務省が作成・公表している統計等とは異なる。
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